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「平成 26 年度健康食品産業元気復活支援事業」 

新ビジネスモデル構築に取り組む企業の募集（募集要領） 

 

株式会社沖縄ＴＬＯでは、沖縄県からの委託により実施する平成 26年度健康食品元気復活支援事

業の一環として、県内の健康食品産業において新たなビジネスモデル構築に取り組む企業を公募し、

支援します。 

1. 事業の概要 

1.1. 事業の背景と目的 

全国の健康食品産業が、横ばいから拡大傾向で推移しているのに対し、県内の健康食品産業は、

平成16年の213億円をピークに平成20年には98億円と半分以下に落ち込み、引続き、減少傾向にある

と想定されています。このような低迷の背景には、特定保健用食品や表示関連法規の運用強化等、

行政による規制・監視を強化する動きやエビデンスを求める等の消費者ニーズの変化等、業界を取

り巻く市場環境の変化が、県内企業の経営力や事業展開力にとって極めてハードルの高いものとな

り、その変化に対応する競争戦略上の対応の遅れなどが要因として考えられます。 

一方で、県内の健康食品産業が競争優位を実現しうる市場も存在します。例えば、沖縄特有の素

材そのものの魅力に高い価値を見出している「沖縄ファン」が形成している市場など、価格以外の

要素で差別化し勝ち残りうる市場にターゲットを絞り、価格競争以外の要素で差別化していくこと

を戦略的に展開することができれば、高コスト構造をかかえる沖縄県の健康食品も市場における競

争優位を実現・維持していくことが可能となります。 

沖縄県の健康食品産業は、沖縄特有ともいえる「高コスト構造」をかかえ、価格競争においては

絶対的に不利な立場にあります。我が国の超競争市場において、沖縄県の健康食品が勝ち残るため

には、沖縄特有の高コスト構造を踏まえたうえで、価格競争以外の要素で差別化を実現していく必

要があります。差別化には、「商品による差別化」と「事業の仕組み（ビジネスシステム）による差

別化」の大きく分けて2つの差別化戦略がありますが、さらに、これらの差別化戦略を構築・推進し

うる企業経営力の発動も競争に勝ち残る上で重要な要件となります。 

本事業は、ビジネスモデルによる差別化アプローチを業界全体に波及させるため、その有効性を

理解している企業に対して、新たなビジネスモデル構築を支援し、成功事例の創出を目指すもので

す。また、これらの成功事例を通して、ビジネスモデルの有効性に対する業界全体の理解が進み、「沖

縄県という立地特性に見合ったビジネスモデル」構築の取り組みが業界全体へ波及することによっ

て、県内の健康食品業界全体の活性化、ひいては元気回復を目指しています。 

 

1.2. 支援の概要 

本事業では、健康食品産業の県外市場への展開をはかる新たなビジネスモデルの構築に向けて、

各採択企業へのハンズオン支援を実施するとともに、それに係る費用を助成します。 

図表 1 本事業における支援の概要 

支援内容 
① ビジネスモデル構築にかかる費用 1 件あたり 800 万円以内（税込） 
② 県外市場展開をはかる新ビジネスモデル構築に向けたハンズオン支援 

対象件数 3 件程度 

支援対象 健康食品を取り扱う民間企業、公益法人、第三セクター、ＮＰＯ、各種団体等 

支援期間 契約日～平成 27 年 3 月 20 日（金） 
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1.3. ハンズオン支援の内容 

本事業では、採択企業が、限られた期間内において、ビジネスモデルを「確実に構築する」ため

に、また、構築したビジネスモデルを「確実に成功させる」ために、以下の支援を実施します。 

① 「社内プロジェクト推進チーム」の設置・運営支援 

採択企業は、限られた期間内において、ビジネスモデルを「確実に構築する」ために、ま
た、構築したビジネスモデルを「確実に成功させる」ために、経営資源を的確に投入してい
く必要があります。本事業では、採択企業が、経営陣をトップとする「社内プロジェクト推
進チーム（以下、社内ＰＴ）」を設置し、本事業の推進に関する採択企業全体のコンセンサス
形成と、プロジェクトの推進力となる会社全体の協力を確保できる体制の構築を支援します。
社内ＰＴは、ビジネスモデル構築に向けた活動や課題解決に向けた検討や取り組みなどを主
体的かつ中心的に推進する役割を担うものです。 

② 一流の専門家講師陣のセミナーの提供による専門知識等の修得支援 

「沖縄県という立地特性に見合ったビジネスモデル」の構築・展開に向けて、各社に共通
して必要となってくる知識・技術・ノウハウ等を修得してもらうため、「ビジネスモデル構築
手法」、「商品開発手法」、「知的資産経営手法」、「ブランド化手法」等に関するセミナーを提
供します。講師には、各研究分野において我が国の第一線で活躍する一流の専門家を選定し、
理論的かつ実践的な内容を提供します。 
※なお、県内健康食品企業が広く参加できるよう、講座はできるだけオープン講座として提供し、本年度採

択されなかったビジネスモデル案を独自に構築・展開する能力を習得してもらうことで、健康食品産業全

体の底上げを目指し、今後の事業展開を支援します。 

③ オープンソリューションワークショップを通した支援 

事務局が設置する「オープンソリューションワークショップ（以下、オープンソリューシ
ョンＷＳ）」では、外部の専門家などの参加も募りつつ、ビジネスモデル構築に向けた課題解
決などの検討を定期的（月に１回程度）に実施し、採択企業がプロジェクトの進捗状況の整
理・確認をするとともに、現状の課題に対する助言を求めることのできる体制を整えます。
さらに、事務局はアドバイザリーボート等からの支援を踏まえて助言を行いつつ、計画的な
プロジェクトマネジメントをサポートします。 

④ 一流の専門家等とのマッチングおよびコーディネーション支援 

採択企業がビジネスモデルの構築および展開を進めるなかで、それぞれのビジネスモデル
ごとに独自の課題が発生してくることが予想され、採択企業内部の知識・技術・ノウハウだ
けでは解決できない課題等も見えてくると考えられます。そのような課題に対しては、セミ
ナーの講師陣などから、個別具体的に直接、指導・助言が受けられるようにするとともに、
有効なソリューションを導くための検討および活動が、的確に実施できるよう、外部専門家
等とのマッチングおよびコーディネーションを行います。また、このような外部専門家等か
らの指導・助言を、限られた時間において効率的かつ効果的に受けられるよう、さらに課題
解決にむけた最大限の成果が得られるようオープンソリューションＷＳでの議論を通してサ
ポートします。 

⑤ 担当コーディネーターの配置およびアドバイザリーボードを活用したハンズオン支援 

本事業において、確実に成果を出すためには、明確な目標設定と目標達成にむけた作業の
内容、方法のブレイクダウン、そして、そこに投入される予算や人員などが適切に配置され、
的確に遂行される必要があります。そこで、採択企業ごとに「ＴＬＯコーディネータ（以下、
ＴＬＯ－ＣＤ）」を配置し、ビジネスモデル構築に向けたハンズオン支援を行います。 

活動を進める中で、採択企業の社内ＰＴでの検討だけでは解決方策が見いだせない課題に
ついても、沖縄ＴＬＯ内に設置するアドバイザリーボードからの指導・助言も踏まえて解決
方策を検討・整理し、オープンソリューションＷＳなどを通して、採択企業へとフィードバ
ックします。 
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本事業における支援の全体像は図表 2の通りです。 

 

図表 2 本事業における支援の全体像 
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1.4. 本事業におけるビジネスモデルの定義と成功の条件 

「ビジネスモデル」とは、一般的な経営用語としては、「儲けを生みだすビジネスの仕組み」とし

て用いられています。本事業では、この定義および県内の健康食品業界の事業特性等を踏まえ、「ビ

ジネスモデル」を以下の 4つの特性で構成されるものとして位置づけます。 

 

図表 3 本事業におけるビジネスモデルを構成する 4要素 

 

 

 

 

マーケティング・コンセプトの設定とは、「自社の商品がビジネスの対象とする相手は、どこの、

誰で、どのような嗜好を持つ消費者（顧客）であるのか、そのターゲットとする消費者（顧客）に

対して、どのような新しい価値を提供しようとするのか」について、市場における活動目標を設定

することです。 

自社の商品が競争的市場において勝ち残るためには、設定したマーケティング・コンセプトのも

とで、競合企業や競合商品に対して「差別化」の状態をつくることが必要です。「差別化」をつくる

ためには、大きく 2種類の方法があります。 

 

 「商品による差別化」 

アイディアの斬新さや品質の優良さ、パッケージの美しさ、価格など、その商品がターゲッ

トとする顧客に提供する価値の優位性による差別化 

（※本事業においては、差別化された商品を既に有していることを前提にします。） 

 

 「事業の仕組み（ビジネスシステム）による差別化」 

製品やサービスの開発のための要素技術、部品や原材料の調達の仕組み、製品生産の仕組み、

販売と流通・物販の仕組み、アフターサービスの仕組み、顧客からの信頼を継続・拡大させ

る仕組み、社員のモチベーションを高め能力を発揮させる仕組み等をベースとした差別化 

 

さらに、マーケットで勝ち残る原動力となるのが、マーケティング・コンセプトを定め、2つの差

別化戦略を構築・推進しうる事業組織体としての経営力（以下、企業経営力と称す）です。 

このような事業を構成する４つの要素が、企業独自に特徴づけがなされ、かつ組合わされること

により、事業が運営されていくトータルの仕組み（≒設計思想）を、ここでは「ビジネスモデル」

と定義します。 

 

  

  マーケティング・コンセプトの設定 

商品による差別化 

事業の仕組み（ビジネス・システム）による差別化 

企業経営力の発動 

ビジネスモデル 

マーケティング・コンセプトの設定 

商品による差別化 

事業の仕組み（ビジネスシステム）による差別化 

企業経営力の発動 
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2. 支援対象 

 

2.1. 応募資格 

本事業への応募資格は、以下の条件を全て満たす民間企業、公益法人、第三セクター、ＮＰＯ、

各種団体等（以下、提案企業）とします。 

 

① 沖縄県内に本社を有すること。 

② 本事業において提案するビジネスの相当程度を本社または県内事業所等において実施するこ

と。 

③ 社会保険料等の義務的経費を適正に支払、又は手続きしていること。 

 

2.2. 提案内容の条件 

① 本事業において提案するビジネスモデルが取り扱う商品は、健康の保持増進に資する食品とし

て販売・利用されている、いわゆる「健康食品」であること（ただし、既存商品であることを

原則とし、これから新たに開発する商品は対象としない）。 

② 本事業において提案するビジネスモデルの構築が、対象商品の県外市場への展開を図れるもの

であって、沖縄県の健康食品産業の振興を牽引する可能性を含むものであること。 

③ 本事業において提案するビジネスモデルは、県内の健康食品業界において新規性があり、有効

性が高いものであること。 

④ 本事業において提案するテーマで、今年度の他の提案公募型事業等に採択されていないこと。

（重複申請が認められた場合には、審査対象から除外、または採択決定が取り消されることが

ありますので、ご注意ください。） 

 

2.3. 支援期間（事業実施期間） 

契約日より平成 27年 3月 20 日（金）までとします。 
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3. 応募方法 

 

応募者は、応募書類一式を指定の書類提出期間内に株式会社沖縄ＴＬＯに提出してください。 

 

3.1. 提案書の作成 

提案書の様式は、株式会社沖縄ＴＬＯのホームページからダウンロードしご使用ください。 

株式会社沖縄 TLO http://www.okinawa-tlo.com/info/?p=4559 

 

3.2. 応募書類 

 

 
提出書類 注意事項 提出数 

□ 

①提案書 

（A4版） 

 

正本 

・当社指定の様式による提案書一式（様式 1～5） 

※必要箇所に押印したものを 1 部提出 

※左上一カ所クリップ止めカラー印刷（片面印刷可） 

1 部 

副本 

・提案書正本のコピー一式（様式 1～5） 

・左上一カ所ホチキス止めカラー印刷（両面印刷可） 

（本文がモノクロであれば押印部含めてモノクロ印刷可） 

12 部 

□ ②定款 ※コピーを 1部提出 1 部 

□ ③納税証明書 
・直近 1期分の「法人税、法人事業税、法人県民税、消費税、

法人税申告書の別表１」のコピーを 1部提出 
1 部 

□ ④決算報告 
・直近 3 期分の「貸借対照表、損益計算書(販売費および一

般管理費の明細、製造原価報告書)」のコピーを 13 部提出 
13 部 

□ ⑤提案商品サンプル 

・今回提案する既存商品 

※サンプル 1点を提出 

※シリーズ商品であれば一式を提出 

1 点 

□ 
⑥経営計画書 

（任意） 

・今年度経営計画書または中期経営計画書（取組み体制図等

を含む）のコピーを 13 部提出 
13 部 

□ 
⑦会社案内等 

参考資料（任意） 

・会社案内、自社商品のカタログなど参考となる資料 

※各 13 部提出 
13 部 

※ ①～⑦の書類のそれぞれの必要部数揃えて、提出してください。製本などはしないでください。 

※ 応募書類は返却できませんので、ご了承ください。 
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3.3. 公募期間および相談期間 

 

公 募 期 間 ： 平成 26 年 4 月 15 日（火）～5 月 22 日（木） 

質 問 ・相 談 期 間 ： 平成 26 年 4 月 15 日（火）～5 月 19 日（月） 9:00～18:00※ 

 

※ 質問・相談期間は、提案内容や記入方法等の質問・相談が可能な期間です。 

※ 質問・相談を希望される方は、メールまたは電話にてお問い合わせください。弊社へ

の訪問を希望される方は、事前にお問合せいただき、日時を調整してください。 

 

3.4. 応募締切 

 

書 類 提 出 期 間 ： 平成 26 年 5 月 20 日（火）～22 日（木） 9:00～18:00※ 

書 類 提 出 締 切 ： 平成 26 年 5 月 22 日（木）18:00（必着）※ 

 

※ 郵送で提出する場合は、「書留」にてご送付ください。 

※ ＦＡＸによる提出は受け付けませんのでご注意ください。 

※ 書類提出の締切は、平成 26 年 5月 22 日（木）18:00 厳守です。郵送で提出する場合は、

必着とします。 

※ 書類提出は期間内の 9:00～18:00 に受け付けます。原則として本期間より前には受け

付けません。 

※ 締切を過ぎての提出や差し替え等には応じません。期間内でも、一度受理した提案書

の差し替え等には一切応じません。 

※ 応募書類は返却できませんので、ご了承ください。 

 

3.5. 応募書類提出先およびお問い合わせ先 

 

 

株式会社沖縄ＴＬＯ 

平成 26年度健康食品産業元気復活支援事業 事務局 

（担当：渡名喜、與儀、大井） 

〒903-0213 沖縄県西原町字千原１番地 

国立大学法人琉球大学 産学官連携推進機構棟 3 階 

TEL：098-895-1701 FAX：098-895-1703 

HP：http://www.okinawa-tlo.com/ 

E-mail：genki@okinawa-tlo.com 
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4. 選考方法 

 

4.1. 選考方法 

提案者多数の場合を想定し、沖縄県および株式会社沖縄ＴＬＯが一次審査会において、選考基準

に基づき審査を実施します。 

一次審査を通過した提案については、本事業において設置する外部有識者からなる評価委員会に

おいて、選考基準に基づき審査し、採択企業を決定します。 

 

選考手順 審査 日程 審査内容 

予備審査 株式会社沖縄ＴＬＯ 5 月 22 日(木) 
応募書類の確認 

書類不備等の確認 

一次審査 
沖縄県商工労働部ものづくり振興課 

株式会社沖縄ＴＬＯ 
5 月 29 日(木) 書類審査 

本審査※ 評価委員会 
6 月 2 日(月)～9 日(月) 事前書類審査 

6 月 10 日(火)  プレゼンテーション審査 

選考結果の通知 株式会社沖縄ＴＬＯ 6 月 10 日(火) 採択企業へ結果通知 

※ 一次審査を通過した提案企業については、本審査前に事務局担当者が、提案内容等について現場確認およびヒ
アリング等を実施することがあります。 

※ 本審査におけるプレゼンテーションは、一次審査を通過した提案企業のみが対象となります。プレゼンテーシ
ョンでは、提案書の内容説明および補足説明をしていただきます。パワーポイントの使用を許可しますので、
使用を希望する提案企業は 5枚程度のスライドを準備してください。なお、一企業あたり、プレゼンテーショ
ン 15 分、質疑応答 15 分とします。 

4.2. 選考基準 

評価委員会における本審査の選考基準は以下の通りです。 

Ⅰ．ビジネスモデル 

の評価 

① マーケティング・コンセプトの明確性、妥当性 

② 売れる商品としての差別化の実効性、実現性 

③ 事業のしくみにより売れるための差別化の実効性、実現性 

④ 企業経営力の発動の実効性 

Ⅱ．事業実施の実行性 

の評価 

① 課題認識の明確性・妥当性 

② 実施計画の妥当性・具体性、到達目標の明確性・妥当性、予算執行計

画の妥当性・具体性 

③ 社内体制の充実度およびノウハウの蓄積の可能性 

④ 経営計画との連動性および位置づけの明確性 

Ⅲ．県内産業への波及 

に関する評価 

① 県内の健康食品産業における他の企業のモデルとなる可能性および健

康食品産業の振興に資する可能性 

② 地域資源の魅力創出および関連産業、周辺産業への波及効果の可能性 

4.3. 選考結果の通知 

一次審査終了後、提案企業に対し、一次審査の通過の可否をお知らせします。 

また、本審査終了後、提案企業に対し、採択・不採択を通知します。 

ともに、株式会社沖縄ＴＬＯより、提案書に記載されている各企業の担当者宛に通知します。 

なお、採択された提案については、提案内容および予算額をそのまま承認するものではありませ

ん。実施計画書の策定をもって、実施内容および支援額を決定します。 
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5. 実施計画書の作成・提出 

5.1. 実施計画書の作成 

構築する新ビジネスモデルの完成度および実行性を高めるために、採択企業には、評価委員会に

おける助言や専門家による個別指導での助言、採択企業向けに実施するセミナーでの指導・助言等

を踏まえ、事務局と調整したうえで、実施計画書を作成していただきます。実施計画書作成のスケ

ジュールは以下の通りです。 

 

 日程 内容 

選考結果の通知 6 月 10 日（火） 
第一回評価委員会（本審査）終了後、事務局より採択決定
を通知します。 

採択企業向けセミナー 
6 月 11 日（水） 
13:30～17:30 
（会場：琉球大学） 

第ニ回ビジネスモデル構築手法セミナー（ブランド化手法） 
ブランドに関する基礎知識習得のための講義および各社が構

築する新ビジネスモデルに関連するコンセプトワークを中心

に実施します。 

専門家による個別指導 
6 月 12 日（木） 
各社 2 時間程度 
（会場：琉球大学） 

構築する新ビジネスモデルの構造について助言や、実施計
画書作成に向けた具体的な指導・助言をいただきます。 

実施計画書案の作成 － 
上記、助言等を踏まえ、事務局と調整しながら、実施計画書
（案）を作成してください。 

第二回評価委員会 
（実施計画書報告会） 

7 月 16 日（水） 
14:00～17:00 

（会場：沖縄産業支

援センター） 

実施計画書(案)を評価委員会で報告し、助言をいただきま
す（プレゼンテーションは各社 15 分程度を予定）。 

専門家による個別指導 
7 月 17 日（木） 
（会場：琉球大学） 

構築する新ビジネスモデルについて、ブランディングの視点
から具体的な助言をいただきます。 

実施計画書の提出 7 月 22 日（火） 上記の助言等を踏まえ、実施計画書を作成してください。 

※ 第二回ビジネスモデル構築手法セミナー（ブランド化手法）は、採択企業 3社を対象として実施します。 

※ 専門家による個別指導は、企業ごとに、構築する新ビジネスモデルの構造や具体的な実施計画の内容について
検討しながら、専門家の指導・助言をいただくものです。 

※ 専門家による個別指導の各社の実施時間については、採択決定通知後に、調整し、ご連絡致します。 

5.2. 採択企業向けセミナーおよび専門家による個別指導 

第一回評価委員会（本審査）において採択が決まった 3 社には、実施計画書作成過程において必

要となる基本的な知識を習得するために、採択企業向けセミナーおよび個別指導会にご参加いただ

きます。各社において新ビジネスモデル構築に関わるプロジェクトチームのメンバーは、できるだ

け全員で参加するようにしてください。 

5.3. 評価委員会からの指導・助言 

上記セミナーおよび個別指導を踏まえて作成した実施計画書(案)を、第二回評価委員会において報

告し、指導・助言を受けていただきます。 

5.4. 実施計画書の提出 

第二回評価委員会の指導・助言を踏まえ、事務局と調整のうえ、実施計画書を提出してください。 

 

実施計画書提出締切： 平成 26 年 7 月 22 日（火） 
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6. 事業全体スケジュール 

 

  

※1 ヶ月に 1 回開催、 

※メンバーはプロジェクトリーダー、

中心メンバー、外部専門家、

TLO-CD など 

公募開始 

相談期間 

第一回評価委員会 

（本審査） 

選考結果の通知 

4 月 15 日(火) 

4 月 17 日(木) 本島 

5 月 22 日(木) 

5 月 29 日（木） 

個別相談会 

 

社内プロジェクト推進チーム発足 

詳細な実施計画 

の検討・策定 

ビジネスモデル構築開始 

一次審査 

※一次審査の合否は 5 月 30 日（金）に通知 

※一次審査通過企業のみプレゼンテーション 

4 月 15 日(火) 八重山 
4 月 16 日(水) 宮古 
4 月 17 日(木) 本島 

4 月 15 日(火)～5 月 19 日(月) 

公募締切 

6 月 10 日(火) 

6 月 10 日(火) 

オープンソリューション 

ＷＳへの参加 

ビジネスモデル構築セミナー 公募説明会 

 ●ビジネスモデル構築手法【4 月 17 日(木)】 

オープンソリューションＷＳ 

実施計画書(案) 

の策定・報告 

詳細な実施計画 

の確定 

プロジェクト推進 

第二回評価委員会 

第三回評価委員会 進捗状況の取りまとめ 

3 月中旬 

※プレゼンテーション⇒助言・指導 

※次年度以降の継続実施に向けた提言 

第四回評価委員会／成果報告会 事業成果の取りまとめ 

●ブランド化手法【6 月 11 日(水)】 

●商品開発手法【8 月中旬】 

●知的資産経営手法【9 月中旬】 

●インサイト技法【3 月中旬】 

確定検査 

7 月 16 日(水) 

※プレゼンテーション⇒助言・指導 

11 月下旬 

※プレゼンテーション⇒助言・指導 
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7. 支援対象となる事業費について 

 

新しいビジネスモデルの構築にあたり、事業実施に必要となる経理等については、以下の点に留

意していただきます。 

 

7.1. 経理処理上の注意事項 

事務局が提示する手引きに沿って、証拠書類等を整理し、提出していただきます。 

 

① 本事業用の会計 

本事業の支出にかかる証拠書類等は、一般事業と区別して整理・保存し、事業終了後 5年間保

存することを義務とします。 

 

② 経理処理体制 

本事業の経理担当者を明確にするとともに、経費の支出の際には、できる限り複数の者による

チェックを行い、瑕疵が生じないようにしてください。 

 

7.2. 支援対象経費について 

本事業では、健康食品産業の振興に向けた新たなビジネスモデル構築を目指し、以下①～⑨の経

費を支援対象とし、採択企業が経費の一切の管理責任を負うものとします。 

なお、支援対象額は、採択決定後、提案内容を再度精査し調整するものとし、必ずしも提案額と

支援対象額が一致するとは限りません。 

また、支援対象の経費については、沖縄ＴＬＯと採択企業における委託契約締結後に経費の執行

を開始するものとし、事業完了日以前に支払いが完了したものを支援対象の経費とみなします。 

特に必要と認められる場合は、年度の途中で事業の進捗状況および費用（支払行為）の発生を確

認した上で、所定の手続きに従い概算払いを行うこともあります。 

 

① 人件費 

提案するビジネスモデル構築に直接従事した職員等の人件費。 

※ 人件費単価は、現在事業者が支払っている雇用上必要な単価としてください。また、

経理業務を行う職員等の経費は計上できません。（採択後、事業執行上発生する人件費

については、従事時間及び作業内容がわかる業務日報の作成が必要です。） 

 

② 謝金 

専門家謝金、アドバイザー謝金等、本事業の活動に必要な謝金。 

※ 課題克服等に向け専門家を派遣しますので、謝金を計上してください。 

・専門家謝金 20,000 円（1時間）×2時間程度×4回程度＝160,000 円程度 
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③ 旅費 

職員旅費、専門家旅費等、本事業の活動に必要な旅費。 

※ 事務局による専門家派遣（3回程度を予定）は、事務局が開催するセミナー等に合わせ

て実施する場合もありますので、2回程度の東京⇔沖縄間の旅費（1泊 2日）を計上し

てください。 

・専門家旅費 85,000 円×2回程度＝170,000 円程度 

 

④ 活動費 

 情報収集・調査活動 

ビジネスモデル構築に向け、必要な知識、情報、意見等の収集のための調査（マーケティ

ング調査、市場調査、商品開発の技術動向調査等）に要する経費。調査等に係る施設使用

料やアルバイト費用、文献調査・情報購入費、セミナー参加・受講費、印刷・製本、書籍

購入、その他経費。 

 パッケージ等の改善・改良 

提案しているビジネスモデルの構築にかかる商品のラベルやパッケージ等の改善・改良（企

画、デザイン、試作等）に要する経費。企画立案費やデザイン費、原材料費、加工費、そ

の他経費。 

 プロモーション 

提案しているビジネスモデルの構築にかかる商品の周知広報活動に向け必要なチラシやパ

ンフレット等の製作（企画、デザイン、製作等）や展示会・イベント等への参加・出展（商

品展示、ブース出展等）、メディア活用による広告宣伝等（新聞・雑誌等記事掲載、）に要

する経費。企画立案費やデザイン費、原材料費、加工費、参加費、出展料、ブース製作費、

その他経費。 

 流通チャネル開拓 

提案しているビジネスモデルの構築にかかる商品の流通・販売等に係る物流業者や取引先

などのチャネル開拓に向けた活動のための経費。 

 システム構築 

ビジネスモデル構築に向け必要となるＰＣシステムの構築（通信販売システムの導入やホ

ームページ作成等）に必要な経費。システム構築費、ホームページ製作費、システム運用

費、その他経費。 

 会議等の開催 

ビジネスモデル構築に向け、必要となる会議等の開催にかかる経費。 

 

⑤ 外部委託費 

ビジネスモデル構築に向け、必要と判断される専門家の指導・助言等に要する経費。調査委

託料、コンサルティング契約料、その他経費。 

※ 委託内容にかかる業務仕様書を提示し、それに対する企画提案書、見積書、実施計画

書等を整備し、提示すること。 
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⑥ 通信運搬費 

ビジネスモデル構築に必要と判断される郵便物の送付や物品の輸送等の経費。郵便代、運送

代、その他経費。 

 

⑦ 賃金 

ビジネスモデル構築に直接従事するアルバイトやパート等の経費。 

※ 従事時間および作業内容がわかる業務日報を作成し、提出すること。 

なお、経理業務を行う補助員の経費は計上できません。 

 

⑧ その他の経費 

上記の他に、本事業で行うビジネスモデル構築に向けた活動において、特に必要と考えられ

る経費。 

 

⑨ 消費税及び地方消費税 

① ～⑧の合計に消費税および地方消費税率を乗じた額。



 

 

 

＜お問い合わせ＞ 

株式会社沖縄ＴＬＯ 

平成 26 年度健康食品産業元気復活支援事業 事務局 

（担当：渡名喜、與儀、大井） 

〒903-0213 沖縄県西原町字千原１番地 

国立大学法人琉球大学 産学官連携推進機構棟 3 階 

TEL：098-895-1701  FAX：098-895-1703 

HP：http://www.okinawa-tlo.com/ 

E-mail：genki@okinawa-tlo.com 


